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環境 NGO/NPO の活動状況 



本資料は環境事業団編集（日本環境協会編集協力）の平成13年度版「環境ＮＧＯ総覧」を元に分析を行ったものである。

○「環境ＮＧＯ総覧」は平成12年4月から9月にかけて14,390団体にアンケート調査を行い、回答のあった4,132の環境NGOを掲載
した総覧である。
本資料では、「環境ＮＧＯ総覧」を元に団体規模の分布、活動分野別法人格の分布、活動分野別団体規模の平均、の3パターンの分析
を行った。
活動分野とは「環境ＮＧＯ総覧」で定義している以下の10分野を指す。
（分野：森林の保全・緑化、自然保護、大気環境保全、水環境保全、砂漠化防止、リサイクル・廃棄物、消費・生活、環境教育、地域
環境管理、地球温暖化防止）

本資料でのブロック分布は環境省の地方環境対策調査官事務所が管轄するブロックを基準に行った。（9ページ参照）
本資料では、各ブロックにおける団体数の分布、設立時期、法人格の分布、活動分野分布、活動形態分布の分析を行った。

○なお、本資料の特定非営利活動法人の数は環境ＮＧＯ総覧調査時点（平成12年）の実績である。
　平成13年12月末現在、「環境の保全を図る活動」を目的のひとつとする特定非営利活動法人の数は1571法人（全法人数の27.7％）
である。
　
　※平成14年4月12日現在の全特定非営利活動法人数は6,704法人である。うち税制優遇措置の対象となる認定特定非営利活動法人
は3法人であり、全て環境以外の活動分野である。
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団体規模の分布

財政規模

常勤スタッフ規模

会員規模

単位：団体

未記入
50万円未
満

50万円～
500万円未
満

500万円～
5000万円
未満

5000万円
以上 合計

主目的 393 676 511 152 93 1825
主目的ではない 504 796 609 238 160 2307

単位：団体
0 1～5 6～10 11～50 51以上 合計

主目的 962 511 155 179 18 1825
主目的ではない 1277 546 175 256 53 2307

単位：団体
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活動分野別法人格の分布（複数回答）

単位：団体数
森林の保
全・緑化

自然保護 大気環境保
全

水環境保全 砂漠化防止 リサイクル・
廃棄物

消費・生活 環境教育 地域環境管
理

地球温暖化
防止

合計

ＮＰＯ法人 61 77 11 58 11 61 44 119 31 16 489
医療法人 1 1 2
協同組合法人 2 1 1 4
公益法人 1 1 1 1 2 1 7
財団 1 1 2
財団法人 61 89 18 45 10 32 23 112 22 9 421
社会福祉法人 1 1 1 1 1 3 8
社団法人 30 58 15 38 8 47 17 68 16 11 308
商工会法法人 1 1 2
生協 1 1 1 1 4
生協法人 2 2 12 1 29 27 14 1 3 91
特殊法人 1 1 1 1 1 5
特定公益増進法 1 1 1 3
特別認可法人 1 1 1 1 4
弁護士法法人 1 1 1 1 4
任意団体 760 1793 334 1352 39 1573 1136 1749 518 160 9414
合計 917 2024 381 1509 69 1752 1251 2068 595 202 10768

16

31

11944

61

11

58
11

7761
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地球温暖化防止
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160
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157339
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地球温暖化防止

任意団体
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分野別団体規模の平均（複数回答）

※以下において、NPOとはNPO法人格を有している団体を指す

単位：千円 単位：人 単位：人 単位：団体

取り組み数

（複数回答） 全体
NPO、任意

団体 全体
NPO、任意

団体 全体
NPO、任意

団体 全体
NPO、任意

団体
主目的 503 29,680 10,245 4 4 536 345 19 19
主目的ではない 414 221,238 12,002 17 4 2,602 500 27 27
主目的 1107 23,199 8,616 5 4 446 267 21 21
主目的ではない 917 124,101 6,248 6 5 982 678 24 24
主目的 182 64,824 4,790 8 5 382 387 50 50
主目的ではない 212 2,501,273 24,553 57 4 16,178 1,248 59 59
主目的 807 32,254 7,454 5 4 377 339 23 23
主目的ではない 702 116,200 16,640 19 5 5,182 553 25 25
主目的 36 89,014 16,066 4 3 481 240 65 65
主目的ではない 33 591,848 132,914 11 6 816 1,001 29 29
主目的 562 32,082 13,695 5 4 283 284 103 103
主目的ではない 1190 757,826 11,054 19 5 4,522 1,032 103 103
主目的 280 36,242 26,157 5 4 537 398 47 47
主目的ではない 971 785,046 8,738 15 5 4,493 1,024 112 112
主目的 1001 34,235 12,149 5 4 424 269 17 17
主目的ではない 1067 395,260 11,872 11 6 2,137 1,057 122 122
主目的 574 26,625 11,064 4 3 345 186 12 12
主目的ではない 595 50,965 8,690 5 4 495 490 26 26
主目的 111 47,598 8,078 3 2 184 170 29 29
主目的ではない 91 1,386,791 38,568 35 4 4,297 562 1,137 1,137

地域環境管理

地球温暖化防止

平均団体会員数平均個人会員数平均常勤スタッフ数平均年間予算金額

砂漠化防止

リサイクル・廃棄物

消費・生活

環境教育

森林の保全・緑化

自然保護

大気環境保全

水環境保全



4

北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州 総計

環境保全が主目的 89 213 668 88 223 246 91 54 153 1825

環境保全が主目的ではない 127 319 695 142 320 248 159 81 216 2307

総計 216 532 1363 230 543 494 250 135 369 4132

ブロック別団体の統計

関東
33%

北越
6%

中部
13%

近畿
12%

中国
6%

四国
3%

九州
9%

北海道
5% 東北

13%

環境保全が主目的

近畿
13%

中部
12%

北越
5%

関東
37%

中国
5%

東北
12%

北海道
5%

九州
8%四国

3%

ブロック別分布
単位：団体数



北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 近畿 総計
1950年以前 1 6 6 2 3 18

1950年代 1 7 3 1 5 2 19

1960年代 2 15 19 3 14 14 2 1 6 76

1970年代 20 39 90 16 36 49 16 9 22 297

1980年代 25 57 157 19 58 58 20 19 50 463

1990～1994 19 53 194 17 54 64 31 13 44 489

1995～1999 18 37 174 29 52 50 19 10 24 413

2000年代 4 3 11 1 1 2 1 1 3 27

無回答 2 10 5 1 1 4 23

小計 89 213 668 88 223 246 91 54 153 1825

1950年以前 2 15 44 8 20 15 5 3 10 122

1950年代 2 30 26 12 10 18 8 8 21 135

1960年代 24 32 75 16 27 24 17 8 23 246

1970年代 29 104 183 41 95 67 38 16 46 619

1980年代 36 71 162 29 88 42 36 20 54 538

1990～1994 22 37 115 20 40 39 29 12 41 355

1995～1999 11 20 78 13 30 30 18 12 16 228

2000年代 1 6 2 3 5 17

無回答 1 9 6 1 7 8 8 2 5 47

小計 127 319 695 142 320 248 159 81 216 2307

総計 216 532 1363 230 543 494 250 135 369 4132

環境保全
が主目的
ではない

環境保全
が主目的

ブロック別設立時期

単位：団体数
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北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州 総計
ＮＰＯ法人 7 10 44 5 7 15 2 2 3 95
医療法人 1 1
財団法人 6 2 42 1 4 8 3 3 69
社団法人 2 20 1 1 6 3 33
特定公益増進法人 1 1
弁護士法法人 1 1
任意団体 76 199 561 81 211 216 85 49 147 1625

1 計 89 213 668 88 223 246 91 54 153 1825
ＮＰＯ法人 1 6 43 4 10 9 2 3 6 84
協同組合法人 1 1 2
公益法人 1 2 1 4
財団 1 1
財団法人 4 2 54 2 5 15 2 2 6 92
社会福祉法人 2 1 1 4
社団法人 4 9 42 3 3 11 4 3 6 85
商工会法法人 1 1
生協 1 1
生協法人 2 2 11 2 7 2 2 2 30
特殊法人 1 1 2
特定公益増進法人 1 1
特別認可法人 1 1
任意団体 115 295 540 131 299 205 148 71 195 1999

2 計 127 319 695 142 320 248 159 81 216 2307
総計 216 532 1363 230 543 494 250 135 369 4132

環境保全が
主目的

環境保全が
主目的では

ない

環境保全を主目的とした団体　ＮＰＯ法人分布

東北
11%

関東
47%

北越
5%

中部
7%

近畿
16%

北海道
7%

四国
2%中国

2%

九州
3%

環境保全を主目的とした団体　任意団体分布

北海道

5% 東北

12%

関東

35%

北越

5%

中部

13%

近畿

13%

九州

9%四国

3%
中国

5%

ブロック別法人格の分布

単位：団体数
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環境保全を主目的とした団体　活動分野分布

0 200 400 600 800 1000 1200

森林の保全・緑化

自然保護

大気環境保全

水環境保全

砂漠化防止

ﾘｻｲｸﾙ・廃棄物

消費・生活

環境教育

地域環境管理

地球温暖化防止

北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州

環境保全を主目的としない団体　活動分野分布

0 200 400 600 800 1000 1200

森林の保全・緑化

自然保護

大気環境保全

水環境保全

砂漠化防止

ﾘｻｲｸﾙ・廃棄物

消費・生活

環境教育

地域環境管理

地球温暖化防止

北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州

ブロック別活動分野（複数回答）

単位：団体

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない
合計

北海道 34 24 63 47 4 10 28 22 2 1 23 70 11 57 44 63 25 27 1 7 563

東北 68 51 142 128 13 16 94 83 3 2 66 165 16 110 98 117 80 106 9 8 1375

関東 200 125 419 282 89 88 276 199 18 20 202 347 100 294 382 359 187 165 50 26 3828

北越 18 15 54 60 4 6 32 31 1 1 25 64 15 67 58 72 32 38 4 2 599

中部 57 56 125 130 18 29 109 103 3 1 70 161 28 133 115 126 77 98 12 14 1465

近畿 55 48 123 91 36 22 116 81 5 4 72 131 46 112 138 120 80 54 25 12 1371

中国 23 26 52 54 6 17 40 65 2 1 31 98 20 77 49 59 32 33 0 6 691

四国 12 24 33 30 1 3 23 27 0 2 19 41 13 34 21 32 16 26 2 6 365

九州 36 45 96 95 11 22 89 91 2 1 54 113 31 87 96 119 45 48 8 10 1099

合計 503 414 1107 917 182 213 807 702 36 33 562 1190 280 971 1001 1067 574 595 111 91 11356

地球温暖化防止地域環境管理環境教育消費・生活自然保護森林の保全・緑化 ﾘｻｲｸﾙ・廃棄物砂漠化防止水環境保全大気環境保全
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環境保全を主目的としない団体の活動形態分布

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

実践活動

普及啓発

調査研究

他団体の活動支援

政策提言

その他

北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州

環境保全を主目的とした団体の活動形態分布

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

実践活動

普及啓発

調査研究

他団体の活動支援

政策提言

その他

北海道 東北 関東 北越 中部 近畿 中国 四国 九州

ブロック別活動形態（複数回答）

単位：団体

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない

主目的 主目的で

はない
合計

北海道 69 100 70 101 53 64 26 34 20 14 9 12 572

東北 190 240 132 197 73 94 59 93 47 42 8 21 1196

関東 514 499 522 519 409 343 197 219 256 157 51 71 3757

北越 72 104 65 102 37 61 20 41 27 21 3 8 561

中部 199 255 158 204 91 129 57 89 37 42 6 25 1292

近畿 196 183 189 183 121 129 72 67 77 47 12 13 1289

中国 78 127 66 113 46 64 25 50 28 25 8 11 641

四国 47 60 36 50 21 34 18 26 17 20 2 4 335

九州 135 169 120 148 81 100 46 75 47 36 10 9 976

合計 1500 1737 1358 1617 932 1018 520 694 556 404 109 174 10619

政策提言 その他実践活動 普及啓発 調査研究 他団体の活動支
援
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ブロック別地図

　　NO1．北海道地区……北海道
　　NO2．東北地区………青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島
　　NO3．関東地区………茨城、栃木、群馬、千葉、埼玉、東京、神奈川、山梨、長野
　　NO4．北越地区………新潟、富山、石川
　　NO5．中部地区………静岡、愛知、岐阜、福井、三重
　　NO6．近畿地区………滋賀、京都、兵庫、大阪、奈良、和歌山
　　NO7．中国地区………岡山、島根、鳥取、広島、山口
　　NO8．四国地区………香川、愛媛、徳島、高知
　　NO9．九州地区………福岡、佐賀、長崎、大分、宮崎、熊本、鹿児島、沖縄



 
 
 
 
 
 
 
 

環境 NGO/NPO による 
活動分野、活動形態別 

代表事例 



活動分野の分類  
 

活動分野 活動内容 
森林の保全・緑化 植林、荒廃地の緑化、持続的な森林の開発と利用、炭

焼き技術・改良かまどの普及等 

自然保護 野生生物の保護、生物種や生態系に関する調査、生息

地の保全、自然観察等 

大気環境保全 オゾン層保護、騒音・振動対策、悪臭防止、酸性雨対

策、その他の大気汚染防止、効率的なエネルギーの利

用等 
水環境保全 水質汚濁防止、海洋環境保全等 

砂漠化防止 植林、荒廃地の緑化、干ばつ防止等 

リサイクル・廃棄物 リサイクル、廃棄物減量化、クリーンアップ等 

消費・生活 環境への負荷の少ないライフスタイル、グリーンコン

シューマー等 

環境教育 環境問題への意識改革の啓発等 

地域環境管理 水土の保全・再生のための取り組み、快適な地域・ま

ちづくり、都市緑化等 

地球温暖化防止 ソフトエネルギーの開発と利用、電気自動車の製作、

温室効果ガス削減の研究等 

※以上に入らないものは「その他」とした。 
 
参考：『環境ＮＧＯ総覧』（環境事業団編集） 

 

 



森林の保全・緑化 自然保護
実践活動

・国内の森林、里山での植林、下草刈り（森づくり）
・国産材を活用した炭・木工製品･家などの制作と販売
・林道、登山道の整備

★海外での植林や荒廃地、汽水域での緑化

・野生生物の生息地の保全活動
・ナショナル・トラスト運動
・生態系保全・維持整備活動
・絶滅種の保護、生育
・自然災害などで被災した野生生物の救護・リハビリ

普及啓発
・一般市民を対象とした森づくり体験事業
・国産材・国産炭利用の普及
・国内外の森林保全に関するセミナー等
・持続可能な森林の木材に関する国際的認証制度の普及

・自然観察会（里山、干潟、公園、川など）
・自然保護に関するセミナー等
・環境保全型農業の普及
・動物保護、反虐待に関する情報発信
・エコツーリズムの普及

調査研究
・市民参加のパートナーシップ型森林保全についての研究
・荒廃地での緑化技術に関する研究・開発
・持続可能な森林の開発と利用に関する研究

・開発予定地域の生態系調査、環境影響評価
・野生生物の棲息地・生態の調査
・移入種に関する調査
・身近な自然調べ、野鳥調査、生き物調べ
・絶滅種の調査(レッドデータブック作り)

★野生生物の違法な取引に関する調査

他団体の活
動支援 ・NGO・森林組合･企業・行政等のネットワークづくり

･国内外の緑化に関する助成事業
・森林ボランティアに関する情報提供
・人材育成事業

・地域の環境保全活動への助成
・地域の開発反対運動の全国運動への展開支援
・生物や生態系に関する専門家の派遣

★越境する野生生物（渡り鳥など）調査のための、海外NGO、研
究機関とのネットワークづくり

政策提言
・持続可能な森林経営のあり方に関する提言
・市民参加の森づくりに関する提言
・輸入材の制限、国内材利用促進に関する提言

★熱帯林などの原生林の保全に関する提言

・著しい自然破壊につながる開発への反対及び代替提案
・野生生物保護、生態系保全に関る提言

★生物多様性に関する条約の国際交渉への参画
★ワシントン条約の国際交渉への参画

※★印は主に海外における活動・国際交渉等
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大気環境保全 水環境保全
実践活動

・フロン回収運動
・脱フロン機器(冷蔵庫など)の開発・販売

・河川や沿岸地域のクリーンアップ
・炭による浄化活動
・浄化槽設置など、家庭排水の浄化活動
・雨水利用の器材開発と普及

普及啓発
・ノーカーデイやアイドリングストップ、低公害車等の普及
・公共交通機関の利用促進
・オゾン層破壊に関するセミナー等

・石けんの普及
・湿地、河川、海の環境保全に関するセミナー等
・川や海での遊びや、暮らしの体験講座
・海岸漂着ごみ展示会
・雨水利用促進

調査研究
・大気汚染調査
・酸性雨調査
・脱フロン、脱代替フロンに関する研究

・水質調査
・水辺の生き物調査、海洋生態系調査
・湿地のワイズユースに関する調査研究
・漂着ごみ調査

★海外における河川・地下水等の有害化学物質汚染研究

他団体の活
動支援 ・フロン回収運動のネットワークづくり

・専門家の派遣
・河川の流域ごとのネットワークづくり
・大規模な海洋汚染事故に即応するため国内外のネットワーク
づぐり

★海外における地下水の砒素汚染に関するネットワークづくり

政策提言
・調査活動に基づく代替提案
・脱フロン製品の開発に関する法整備、企業管理

★ウィーン条約、モントリオール議定書の国際交渉への参画

・湿地のワイズユースに関する提言
・大規模なダムや河川改修事業への代替提案
・雨水利用促進策の提言

★ロンドン条約の国際交渉への参画
★ラムサール条約の国際交渉への参画

※★印は主に海外における活動・国際交渉等

2



砂漠化防止 リサイクル・廃棄物
実践活動

★海外の荒廃地における緑化・植林
★砂漠化の恐れのある農村における自立支援活動

・資源回収及びその仕組みづくり
・クリーンアップ、清掃活動
・不法投棄の市民による監視
・リサイクル品の制作・販売
・フリーマーケットの開催

普及啓発
★砂漠の緑化、干ばつ防止等の国際協力の普及 ・ごみの減量、分別、リサイクル促進に関する普及

・ダイオキシン等につながるごみ問題の啓蒙
・クリーンアップイベントへの市民参加の促進
・家庭用コンポストの普及

調査研究
・荒廃地での緑化技術に関する研究・開発

★地球上の砂漠化の恐れのある地域の調査

・ごみの処分のあり方に関する調査研究
・ごみ処理場の周辺環境への影響の調査
・リサイクル型社会形成のための仕組みに関する調査
・生ごみリサイクルの実体調査

他団体の活
動支援 ★海外の荒廃地域の住民への植林協力

★砂漠化地域の住民団体、自治体の支援
・資源リサイクルに関するネットワークづくり
・講師・専門家の派遣
・啓発イベントのためのノウハウ提供

政策提言
★砂漠化対処条約の国際交渉への参画 ・ごみ処理やリサイクルのあり方に関する提言

・発生抑制に重点を置いた政策に関する提言

★バーゼル条約の国際交渉への参画

※★印は主に海外における活動・国際交渉等
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消費・生活 環境教育
実践活動

・｢地球にやさしい買い物ガイド」づくり
・エコプロダクツの開発や販売・マイバック運動
・有機農産物の販売・反塩ビ製品運動

・教材やプログラムの開発
・学校教育や社会教育の場での環境教育の実施（自然教育、野
外教育、エコライフ教育など）
・自然学校の運営

普及啓発
・環境負荷の少ないライフスタイルの普及（省エネ、省資源、脱
化学物質など）
・昔ながらの環境と共生する知恵の体験、普及
・農業体験事業・環境家計簿の普及
・エコ・クッキングの普及
・環境ホルモンに関する知識の普及

・環境教育に携わる人材の育成（ファシリテーター、インタープリ
ター、プランナー等）
・総合的学習の時間の活用に関するアドバイス

調査研究
・流通事業者（特に小売り）の環境への取り組みに関する調査
・農薬や食品添加物、環境ホルモン、遺伝子操作食品の環境お
よび身体への影響調査
・環境配慮型企業の生産活動調査

・自然体験学習、自然学校の普及に関する調査研究

★海外での環境教育に関する動向の調査研究

他団体の活
動支援 ・グリーンコンシューマーのネットワークづくり

・有機農業運動のネットワークづくり
・エコライフ活動への助成

・環境教育に携わる人々のネットワークづくり
・指導者の派遣
・環境教育事業への助成

政策提言
・エコラベルや各種表示のあり方に関する提言
・有機農業を推進するための提言・グリーン購入推進のための
提言

★残留性有機汚染物質（POPs）国際条約 の国際交渉への参
画

・環境教育推進に関する政策提言

※★印は主に海外における活動・国際交渉等
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地域環境管理 地球温暖化防止
実践活動

・環境共生型のまちづくり運動
・ビオトープの造成、都市緑化
・グラウンドワークのコーディネーションと運営

・自然エネルギー施設の設置／運営
・フロン回収
・国内外での植林・森づくり活動

普及啓発
・ビオトープづくりやグラウンドワーク事業への市民参加の促進
・タウンウォッチングや環境マップなどを通したまちづくり学習の
普及
・里地の暮らしや環境管理のあり方の普及

・省エネルギー／省資源型生活の普及
・ノーカーデイ、アイドリングストップの普及
・地球温暖化についてのセミナー
・グリーン電力料金の普及
・公共交通機関の利用促進

調査研究
・ビオトープやグラウンドワーク等、地域環境管理の技術や政策
に関する調査研究
・里地の保全・発展に関する調査研究

★世界の環境自治体の動向や施策に関する調査研究

・地球温暖化防止に関する政策研究
・地球温暖化防止に関する技術研究
・海岸線、河川の水位調査

★気候変動枠組み条約の国際交渉に関する調査研究

他団体の活
動支援 ・環境自治体やISO取得自治体のネットワークづくり

・専門家の派遣
・温暖化防止関連情報の提供
・専門家の派遣
・自然エネルギー導入に関するコンサルティング

政策提言
・ローカル・アジェンダづくりへの参画
・都市計画マスタープランづくりへの参画

・エネルギー政策への提言
・交通政策への提言

★気候変動枠組み条約の国際交渉への参画

※以下の活動については該当分野が特定できなかったため、活動内容の記載のみを行なう。 
    ・環境と貿易に関する調査研究、政策提言 
    ・企業の環境活動に関する調査研究、コンサルティング 
    ・ヨハネスブルグ・サミット等、包括的な問題に関する提言活動のコーディネート

※★印は主に海外における活動・国際交渉等
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